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融資事業のご案内 
平成１７年度　私立学校教職員の研修事業等に対する助成金の交付状況について 

平成１８年度　私立大学等経常費補助金（私立大学教育研究高度化推進特別補助）の 
主な改正点について 

平成１８年度　学校法人等基礎調査 
　　　　　　　　～私学事業団ホームページの調査票様式をご活用ください～ 

平成１８年度　私立大学等経常費補助金調査票様式について 
平成１８年度　私立大学等経常費補助金事務研修会 
平成１８年度　第１回　私学共済事務担当者研修会 
平成１８年度の年金額 
平成１８年度　加入者証の検認における被扶養者の再審査を実施します 
相談員の就任・退任 
平成１８年度　積立共済年金・共済定期保険前期募集 
共済事業　今月のワンポイント 
いんふぉめーしょん 
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私
学
事
業
団
で
は
、
私
立
学
校
教
育
の
振
興

を
図
る
た
め
、
私
立
学
校
の
施
設
整
備
に
要
す

る
資
金
、
そ
の
他
経
営
に
必
要
な
資
金
に
つ
い

て
固
定
金
利
で
長
期
・
低
利
の
融
資
を
行
っ
て

い
ま
す
。

◆
融
資
対
象
と
な
る
学
校

　

融
資
の
対
象
と
な
る
学
校
及
び
事
業
は
、
次

ペ
ー
ジ
の
表
2
の
と
お
り
で
す
。
融
資
費
目
・

対
象
と
な
る
学
校
・
対
象
と
な
る
事
業
ご
と
に
、

融
資
条
件
が
異
な
り
ま
す
の
で
、
ご
確
認
く
だ

さ
い
。

　

ま
た
、
専
修
・
各
種
学
校
で
は
、
次
の
分
野

に
属
す
る
学
科
及
び
課
程
に
該
当
す
る
も
の
が

対
象
と
な
り
ま
す
の
で
、
ご
留
意
く
だ
さ
い
。

○
専
修
学
校
の
学
科

　

職
業
に
必
要
な
技
術
の
教
授
を
目
的
と
し
、

原
則
と
し
て
、
次
の
学
科
が
融
資
の
対
象
と
な

り
ま
す
。

　

工
業
、
農
業
、
医
療
、
衛
生
、
教
育
・
社
会

福
祉
、
商
業
実
務
、
服
飾
、
デ
ザ
イ
ン
、
写
真
、

外
国
語
、
音
楽
ま
た
は
美
術
に
関
す
る
学
科

　

な
お
、
前
記
の
判
定
は
、
道
府
県
の
私
立
学

校
主
管
課
に
よ
る
も
の
と
し
ま
す
。

○
各
種
学
校
の
課
程

　

職
業
に
必
要
な
技
術
の
教
授
を
目
的
と
し
、

修
業
期
間
が
二
年
以
上
で
、
一
年
間
の
授
業
時

間
が
七
五
〇
時
間
以
上
の
課
程
が
対
象
に
な
り

ま
す
。
さ
ら
に
、
対
象
と
な
る
課
程
、
要
件
が

定
め
ら
れ
て
い
ま
す
の
で
、
事
前
に
お
問
い
合

わ
せ
く
だ
さ
い
。

◆
融
資
相
談
会
等

　

平
成
十
八
年
度
に
資
金
借
入
れ
を
希
望
す
る

旨
回
答
を
い
た
だ
い
た
法
人
に
は
、「
融
資
相

談
票
」
を
お
送
り
し
、
必
要
事
項
を
記
入
し
た

う
え
返
送
い
た
だ
き
ま
す
。
こ
の
相
談
票
を
も

と
に
融
資
相
談
会
を
行
い
ま
す
。
相
談
会
で
は

事
業
内
容
等
を
確
認
の
う
え
、
借
入
れ
に
必
要

な
書
類
を
お
渡
し
し
、
具
体
的
な
手
続
に
つ
い

て
説
明
い
た
し
ま
す
。

　

な
お
、高
等
学
校
・
中
等
教
育
学
校
・
中
学
校
・

小
学
校
・
幼
稚
園
・
専
修
学
校
等
の
新
設
・
学

級
増
等
の
認
可
に
伴
う
施
設
の
整
備
事
業
（
新

増
設
分
）
に
つ
い
て
は
、
十
月
以
降
に
相
談
会

を
実
施
し
、
そ
の
後
、
借
入
申
込
み
を
し
て
い

た
だ
き
ま
す
。

◆
借
入
申
込
書
の
提
出　

　

相
談
会
の
結
果
を
検
討
さ
れ
、
融
資
を
申
し

込
ま
れ
る
場
合
は
、
借
入
申
込
書
を
本
事
業
団

に
提
出
し
て
い
た
だ
き
ま
す
。

　

な
お
、東
京
都
以
外
の
道
府
県
の
高
等
学
校
・

中
等
教
育
学
校
・
中
学
校
・
小
学
校
・
幼
稚
園
・

専
修
学
校
等
に
つ
い
て
は
、
道
府
県
の
主
管
課

に
提
出
し
て
い
た
だ
き
ま
す
。

◆
借
入
事
業
明
細
書
の
提
出

　

具
体
的
に
融
資
額
を
計
算
す
る
う
え
で
必
要

と
な
る
「
借
入
事
業
明
細
書
」
は
、
建
築
請
負

契
約
書
、
土
地
売
買
契
約
書
等
の
事
業
内
容
を

確
認
す
る
た
め
に
必
要
な
関
係
書
類
と
併
せ

て
、
直
接
本
事
業
団
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

ま
た
、「
連
帯
保
証
人
明
細
書
・
担
保
物
件
評

価
書
」
も
併
せ
て
ご
提
出
く
だ
さ
い
。

　

借
入
申
込
書
及
び
借
入
事
業
明
細
書
の
揃
っ

た
後
、
融
資
審
査
を
行
い
、
融
資
額
を
決
定
し

ま
す
。

◆
資
金
交
付

　

金
銭
消
費
貸
借
契
約
及
び
抵
当
権
設
定
契
約

を
結
ん
だ
後
、
法
人
に
お
い
て
抵
当
権
の
設
定

登
記
を
し
て
い
た
だ
き
ま
す
。

　

担
保
は
、
融
資
額
の
一
・
二
五
倍
又
は
一
・

五
四
倍
以
上
の
評
価
額
の
土
地
及
び
建
物
を
原

則
と
し
ま
す
。

　

抵
当
権
設
定
登
記
に
係
る
登
録
免
許
税
の
非

課
税
措
置
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
担
保
は
、

教
育
の
用
に
直
接
使
用
さ
れ
て
い
る
も
の
に
限

ら
れ
ま
す
。

　

原
則
と
し
て
こ
の
登
記
手
続
き
が
完
了
し
た

後
、
法
人
の
希
望
さ
れ
る
時
期
に
応
じ
て
資
金

を
交
付
し
ま
す
。

◆
返
済
方
法

　

返
済
は
、
元
金
均
等
割
賦
償
還
で
、
元
金
返

済
は
年
一
回
、
利
息
支
払
は
九
月
、
三
月
の
年

二
回
の
後
払
い
と
な
り
ま
す
。

　

具
体
的
な
返
済
額
に
つ
い
て
は
、
資
金
交
付

後
、
元
金
・
利
息
支
払
い
を
記
載
し
た
「
償
還

年
次
表
」
を
お
送
り
し
ま
す
。
ま
た
、
払
込
み

指
定
期
日
前
に
は
「
払
込
通
知
書
」
を
お
送
り

し
ま
す
の
で
、
こ
れ
に
従
っ
て
返
済
金
を
お
振

り
込
み
く
だ
さ
い
。

◆
平
成
十
八
年
度
の
変
更
点
等

　

○
貸
付
基
準
単
価
の
改
定

　
　

建
物
基
準
単
価
を
国
立
学
校
施
設
の
単
価

　

に
準
じ
改
定
し
ま
し
た
。（
表
1
「
貸
付
基

　

準
単
価
（
建
物
）」
参
照
）

融
資
事
業
の
ご
案
内

問
い
合
わ
せ
先
（
私
学
振
興
事
業
本
部
）

融
資
部　

融
資
班

☎
○
三(

三
二
三
○)

七
八
六
二
〜
六
五

E
メ
ー
ル  yushi@

shigaku.go.jp

　

事
業
団
融
資
は
年
度
の
途
中
か
ら
で
も
申
込

可
能
で
す
。（
平
成
十
八
年
二
月
か
ら
三
月
に

か
け
て
実
施
し
た
「
施
設･

設
備
計
画
及
び
借

入
希
望
に
関
す
る
調
査
」
で
『
希
望
な
し
』
と

回
答
さ
れ
た
場
合
で
も
結
構
で
す
。）

　

お
気
軽
に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

※
「
私
立
学
校
の
た
め
の
融
資
ガ
イ
ド
」
を
本

事
業
団
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
お
り
ま

す
の
で
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

（ http://w
w
w
.shigaku.go.jp 

）

表 1　貸付基準単価（建物）

区　　　分
１　㎡　当　た　り　単　価 （ 円 ） 

鉄筋コンクリート造・木造 鉄骨ブロック造

大学院・大学・短期大学・高
等専門学校 192,500 ―

高等学校・中等教育学校・特
殊教育諸学校（盲学校、聾学
校、養護学校）・専修学校

157,300 138,900

中学校・小学校・幼稚園 152,000 130,900

各種学校 111,800 98,300

（注）実施単価が基準単価を超える場合は、５０％を限度として調整を加え
ることができます。
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平成１８年度　融資対象事業一覧
融資
費目 対象となる学校 対象となる事業 融資金利（年％） 返　済　期　間 融資率

一　
　

般　
　

施　
　

設　
　

費

大学院、大学、短大、
高専、高校、中等教
育学校、中学校、小
学校、特殊（盲学校、
聾学校、養護学校）

○老朽化した校舎、体育館、図書館、学生会館、食堂、
クラブ室等を取り壊し、改築する

（２０年もの）

2.30 
沖縄分　
2.00 

２０年
（うち据置２年）以内
沖縄分　２２年

（うち据置２年）以内

８０％以内
大学院、大学、短大、
高専、高校、中等教
育学校、中学校、小
学校、特殊（盲学校、
聾学校、養護学校）、
幼稚園、専修、各種

○校（園）舎、体育館、遊戯室、図書館、研究所、
　認可保育所、学生会館、食堂、法人本部、私立
　大学等が共同利用する施設等を新築、増築、改築、
　改修、補修、買収する
○冷暖房設備・外構工事等を実施する
○校（園）地（グラウンド・菜園等）を買収、造
　成する
○学校を移転させるために校舎を新築、土地を買
　収する
○既設の学校法人が行う大学等の新設のために必
　要となる校舎等の新築や校地の買収など
○新・増設（学年進行分を含む）・定員増・学校法
　人化のため必要となる校舎・園舎の新築や校（園）
　地の買収など

（20年もの）（10 年もの）

２０年
（うち据置２年）以内

沖縄分　２２年
（うち据置２年）以内

［１０年もの］
１０年

（うち据置２年）以内

2.30 

沖縄分
2.00 

（専修・各
種を除く）

1.90 
次世代型学校施設整備事業
　社会の国際化、情報化、技術の高度化、文化の
発展等に貢献し、また、これに対応できる人材を
育成するために「次世代型学校施設」（高機能施設
や環境に配慮した施設等）を整備する目的で、学
校施設を新築、増築、買収、改修、補修をする（外
構工事を含む）

2.10 

防災（地震）対策として行う改修・補強工事 2.00 

大学院、大学
私立大学ハイテク・リサーチ・センター整備事業、
学術フロンティア推進事業等 2.00 国庫補助金

と同額以内
研究高度化関連施設 2.10 ８０％以内

教
育
環
境
整
備
費

高校、中等教育学校、
中学校、小学校、特殊、
幼稚園、専修

（１）校教具等
　○机、椅子、図書、コンピュータ、通学（園）バス、
　　実習用機器などの備品
　○経営困難校を支援する学校法人が一時的に要
　　する資金（大学院、大学、短大、高専を含む）

1.40 ５年６か月 
（うち据置６か月）以内

８０％以内大学院、大学、短大、
高専、高校、中等教
育学校、中学校、小
学校、特殊、幼稚園、
専修

（２）大型設備・装置（１個または１組の価格が　
　５００万円以上のもので、据付工事・敷設工事、
　ＩＴ関連ソフトの開発・取得等を含む）

1.90 １０年
 （うち据置２年）以内

高校 （３）過疎地の高校の教職員の給与・退職金など 1.60 

大学
（学部ごと）

（４）私立大学奨学事業
　入学一時金分割納入制度事業 1.60 大学 4年（うち据置 1年）以内

医歯薬獣医系 6年（うち据置 1年）以内 ９０％以内

災
害
復
旧
費

大学院、大学、短大、
高専、高校、中等教
育学校、中学校、小
学校、特殊、幼稚園

（１）特別災害
　激甚災害により被害を受けた建物・校地の原形
　復旧工事　

1.60 

２５年
（うち据置２年）以内

国庫補助金
と同額以内

大学院、大学、短大、
高専、高校、中等教
育学校、中学校、小
学校、特殊、幼稚園、
専修、各種

（２）一般災害
　火災・風水害・地震などの災害により被害を受
　けた建物・校地の原形復旧工事

２０年
（うち据置２年）以内 ８０％以内

公
害
対
策
費

大学院、大学、短大、
高専、高校、中等教
育学校、中学校、小
学校、特殊、幼稚園、
専修、各種

○公害（騒音、大気汚染（アスベスト含む）、地盤
　沈下、水質汚濁、降灰など）防止対策のための
　改築・改修工事
○公害防止対策として実施する学校移転のため必
　要となる校舎の新築、校地の買収など

2.00 ２１年
（うち据置３年）以内 ８０％以内

特
別
施
設
費

大学院、大学、短大、
高専、高校、中等教
育学校、中学校、小
学校、特殊、幼稚園、
専修

寄宿舎、合宿所、セミナーハウス、教職員住宅、
大学附属病院などの新築、買収および用地の買収
など

2.40 

２０年
（うち据置２年）以内 ８０％以内

大学院、大学、短大、
高専、高校、中等教
育学校、専修

国際交流施設（留学生宿舎、国際交流会館、外国
人教員宿舎など）の新築、用地の買収など 2.00 

大学院、大学、短大、
高専、高校、中等教
育学校、中学校、小
学校、特殊、幼稚園、
専修

障害者の利用のための施設や設備の改修工事（エ
レベータ、トイレ、手すり、スロープなど） 2.00 

（注）融資金利は、平成１８年４月１２日現在であり、毎月の金融情勢により変更することがありますので、私学事業団のホームページでご確認ください。

国の利子助成が１０年間受けられます

（１８年度の融資分までが対象です）

表 2　
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私
学
事
業
団
は
、
財
団
法
人
私
学
研
修
福
祉

会
が
実
施
す
る
研
修
事
業
に
対
し
て
、
助
成
金

を
交
付
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
私
立
学
校
教

育
の
振
興
を
図
る
た
め
に
、
平
成
十
六
年
度
の

助
成
勘
定
利
益
金
の
中
か
ら
支
出
す
る
も
の
で

す
。

　

十
七
年
度
は
、
次
の
事
業
に
対
し
て
一
億
一

三
万
二
、
〇
〇
〇
円
を
助
成
金
と
し
て
交
付
し

ま
し
た
。

助
成
対
象
と
な
る
財
団
法
人
私
学
研
修
福

祉
会
が
実
施
す
る
研
修
事
業

○
各
種
研
修
会
事
業

　

私
立
学
校
（
大
学
・
短
期
大
学
・
高
等
学
校
・

中
学
校
・
小
学
校
・
幼
稚
園
）
の
教
職
員
を
対

象
に
、
幹
部
研
修
会
、
業
務
別
研
修
会
、
教
科

別
担
当
教
員
研
修
会
、
私
学
経
営
研
修
会
、
地

区
別
教
育
研
修
会
、
全
国
研
修
会
等
を
実
施
し

て
い
ま
す
。

　

大
学
・
短
期
大
学
は
、
管
理
運
営
、
学
生
生

活
等
に
関
す
る
研
修
会
に
重
点
を
置
き
、
高
等

学
校
以
下
で
は
、
管
理
運
営
、
教
科
別
に
関
す

る
研
修
会
に
重
点
を
置
い
て
い
ま
す
。

○
海
外
研
修
事
業

　

私
立
学
校
（
中
等
教
育
学
校
・
高
等
学
校
・

中
学
校
・
小
学
校
・
幼
稚
園
）
の
教
職
員
を
、

外
国
の
大
学
や
研
究
所
等
に
派
遣
し
、
専
攻
す

る
学
科
、
一
般
教
育
、
学
術
研
究
、
教
育
事
情

お
よ
び
私
学
振
興
に
関
す
る
研
究
調
査
等
に
専

念
す
る
機
会
を
提
供
し
ま
す
。

○
国
内
研
修
事
業

　

私
立
学
校
（
大
学
・
短
期
大
学
・
高
等
専
門

学
校
・
中
等
教
育
学
校
・
高
等
学
校
・
中
学
校
・

小
学
校
・
幼
稚
園
）
の
教
職
員
が
、
国
内
の
大

学
、
研
究
所
お
よ
び
研
修
所
等
に
お
い
て
、
専

攻
す
る
学
科
や
一
般
教
育
に
関
す
る
研
究
調
査

に
専
念
す
る
機
会
を
提
供
し
ま
す
。

○
在
校
研
修
事
業

　

私
立
学
校
（
短
期
大
学
・
高
等
専
門
学
校
・

中
等
教
育
学
校
・
高
等
学
校
・
中
学
校
・
小
学

校
・
幼
稚
園
）
の
教
職
員
に
、
私
立
学
校
が
行

う
教
育
制
度
（
方
法
・
内
容
）
お
よ
び
そ
の
他

広
く
学
術
一
般
に
つ
い
て
研
究
す
る
機
会
を
提

供
し
ま
す
。

○
研
修
成
果
刊
行
事
業
費
等

 

①
研
修
集
録
等
の
発
行

　

海
外
研
修
、
国
内
研
修
、
在
校
研
修
の
各
研

修
員
か
ら
提
出
さ
れ
た
成
果
を
「
私
学
研
修
」

と
し
て
集
録
刊
行
し
ま
す
。

　

ま
た
、「
一
般
成
果
刊
行
」
と
し
て
、
私
立

学
校
教
職
員
の
研
究
論
文
等
、
自
己
の
研
修
成

果
を
刊
行
物
と
し
て
出
版
す
る
機
会
を
提
供
し

ま
す
。

 

②
図
書
室
整
備

　

私
立
学
校
教
職
員
の
利
用
に
提
供
し
、
全
国

の
私
立
学
校
で
出
版
す
る
刊
行
物
、
資
料
、
私

立
学
校
に
関
す
る
教
育
・
学
術
図
書
の
収
集
お

よ
び
教
育
フ
ィ
ル
ム
の
整
備
・
保
管
・
貸
出
し

に
関
す
る
事
業
を
実
施
し
ま
す
。

☆　

研
修
事
業
の
実
施
主
体
は
、
財
団
法
人
私

　

学
研
修
福
祉
会
研
修
事
業
部
研
修
事
業
課
で

　

す
。
十
八
年
度
研
修
員
の
募
集
に
つ
い
て
は

　

同
会
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
参
照
の
う
え
、

　

同
会
に
お
申
し
込
み
く
だ
さ
い
。　

　
　

私
学
研
修
福
祉
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

　
　
　

http://w
w
w
.skf.or.jp/kensyu

長
期
給
付
事
業
へ
の
繰
入
れ
金
の
実
施

　

共
済
事
業
本
部
が
行
う
年
金
給
付
事
業
の
う

ち
、
既
年
金
者
年
金
増
額
費
（
※
１
）
お
よ
び

長
期
給
付
整
理
資
源
（
※
２
）
を
対
象
に
、
平

成
十
六
年
度
の
助
成
勘
定
利
益
金
の
中
か
ら

四
、
二
〇
六
万
七
、
九
三
九
円
の
繰
入
れ
を
実

施
し
ま
し
た
。

※
１　

旧
財
団
法
人
私
学
恩
給
財
団
に
か
か
る

　
　

年
金
額
の
改
定
に
よ
り
増
加
す
る
費
用

※
２　

昭
和
二
十
九
年
一
月
一
日
前
の
加
入
者

　
　

期
間
に
か
か
る
年
金
額
の
改
定
に
よ
り
増

　
　

加
す
る
費
用

　

な
お
、
助
成
金
交
付
額
お
よ
び
繰
入
れ
金
実

施
額
の
累
計
は
、平
成
十
八
年
三
月
末
現
在
で
、

二
一
六
億
三
、
八
二
四
万
三
、
〇
〇
〇
円
に
な

り
ま
し
た
。

助 成 金 交 付 状 況
 財団法人 私学研修福祉会　　　　　　　　　（単位:千円）
　 区 分 　 16 年度 17 年度
各 種 研 修 会 事 業 82,725 75,909 
海 外 研 修 事 業 11,398 8,762 
国 内 研 修 事 業 12,963 11,615 
在 校 研 修 事 業 886 306 
研 修 成 果 刊 行 事 業 費 等 3,775 3,540 
　 合 計 　 111,747 100,132 

繰 入 れ 金 実 施 状 況
 共済事業本部（長期勘定）　　　　　　　　  （単位 : 千円）
　 区 分 　 16 年度 17 年度
既 年 金 者 年 金 増 額 費 47,850 41,499 
長 期 給 付 整 理 資 源 7,439 569 
　 合 計 　 55,289 42,068 

助 成 金 等 実 績 （累計）
（昭和 28年度～平成 17年度）　　　　　　　（単位：千円）
　 区 分 　 助成金額 繰入れ金額
財団法人私学研修福祉会 8,990,109 ―
事 業 団 長 期 勘 定 11,906,675 733,890 
その他（奨学事業利子軽減費等） 7,569 ―
　 合 計 　 20,904,353 733,890 

平
成
十
七
年
度

私
立
学
校
教
職
員
の
研
修
事
業
等
に
対
す
る

助
成
金
の
交
付
状
況
に
つ
い
て
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【私立大学教育研究高度化推進事業における採択制・傾斜配分の見直し】

平
成
十
八
年
度

私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
金
（
私
立
大
学
教
育
研
究

高
度
化
推
進
特
別
補
助
）
の
主
な
改
正
点
に
つ
い
て

　

世
界
水
準
の
優
れ
た
私
立
大
学
づ
く
り
を
目

指
し
、
意
欲
と
可
能
性
に
富
ん
だ
大
学
へ
の
重

点
的
支
援
を
行
う
「
私
立
大
学
教
育
研
究
高
度

化
推
進
特
別
補
助
」
に
つ
い
て
は
、
法
科
大
学

院
支
援
経
費
を
充
実
す
る
な
ど
、
全
体
で
、

七
三
七
億
一
、一
〇
〇
万
円
を
計
上
し
、
引
き

続
き
、
私
立
大
学
に
お
け
る
教
育
及
び
学
術
研

究
の
飛
躍
的
向
上
を
図
り
ま
す
。

　

補
助
項
目
ご
と
の
予
算
額
に
つ
い
て
は
、
前

月
号
（
Ｖ
Ｏ
Ｌ.

一
〇
〇
）
で
お
知
ら
せ
し
ま

し
た
が
、
平
成
十
八
年
度
か
ら
、
一
部
の
項
目

に
つ
い
て
、
配
分
方
法
を
次
の
と
お
り
変
更
し

ま
す
。

　

詳
細
に
つ
い
て
は
、
各
学
校
法
人
理
事
長
あ

て
の
「
計
画
書
募
集
通
知
」
や
、
文
部
科
学
省

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
に
よ
り
「
私
立
大
学
等
経
常

費
補
助
金
（
私
立
大
学
教
育
研
究
高
度
化
推
進

特
別
補
助
）
配
分
基
準
」
等
を
、
ご
確
認
い
た

だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

　

な
お
、「
海
外
研
修
派
遣
」
に
つ
い
て
は
、

十
八
年
度
か
ら
、
他
の
項
目
と
同
様
、
計
画
書

の
提
出
先
を
私
学
事
業
団
と
し
、
提
出
締
切
日

も
変
更
し
て
い
ま
す
の
で
、
ご
留
意
い
た
だ
き

ま
す
よ
う
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

（
文
部
科
学
省 

高
等
教
育
局私

学
部 

私
学
助
成
課
）

【申請の下限の見直し】

　平成１８年度から、下表のとおり、取り扱う予定です。

補助項目名
採択制又は傾斜配分

現　　行 改  定  案

Ⅰ 大学院高度化推進特別経費
　 　教育研究拠点大学院重点経費
　 　研究科特別経費
　 　外国人研究員等特別招へい経費
　 　ﾃｨｰﾁﾝｸﾞ･ｱｼｽﾀﾝﾄ経費
　 　特定大学院支援経費
　 　法科大学院支援経費

傾斜配分
傾斜配分
採択制
傾斜配分
傾斜配分
傾斜配分

傾斜配分
※
※
※

傾斜配分
傾斜配分

Ⅱ 学術研究推進特別経費
　 　学術研究高度化推進経費（ﾊｲﾃｸ等）
　 　学術研究高度化推進経費（共同研究）
　 　ﾘｻｰﾁ･ｱｼｽﾀﾝﾄ ､ ﾎﾟｽﾄ･ﾄﾞｸﾀｰ等支援経費

採択制
傾斜配分
傾斜配分

採択制
※
※

Ⅲ 大学教育高度化推進特別経費
　 　教育・学習方法等改善支援分
　 　教員流動化促進分
　 　多元的評価支援経費
　 　教養教育改革推進経費
　 　海外研修派遣
　 　国際化推進
　 　外国大学との学生交流

採択制
傾斜配分
傾斜配分
採択制
採択制
採択制
傾斜配分

採択制
※
※
採択制
※
採択制
※

Ⅳ 高度情報化推進特別経費
　 　情報通信設備（借入）
　 　教育学術情報ネットワーク
　 　教育学術コンテンツ
　 　教育研究情報利用経費
　 　サイバー・キャンパス整備経費

採択制
傾斜配分
採択制
傾斜配分
採択制

※
※
※
※
採択制

※平成１８年度から「傾斜配分」や「採択制」を採用しないこととする項目。　

　平成１８年度から、下表のとおり、取り扱う予定です。

補助項目名
申請の下限

現　　行 改  定  案

Ⅰ 大学院高度化推進特別経費
　 　研究科特別経費（研究科分）

600 万円 300 万円

Ⅱ 学術研究推進特別経費
　 　共同研究経費（大学）
　　 　　　〃　　  （短大）

300 万円
100 万円

200 万円
60 万円

Ⅲ 大学教育高度化推進特別経費
　 　教育・学習方法等改善支援分（大学）
　　 　　　　　〃　　　  　　　　（短大）
　 　教養教育改革推進経費（大学）
　　 　　　　　〃　　　　  （短大）
　 　国際化推進（大学）
　　　　　〃　   （短大）

100 万円
60 万円
100 万円
60 万円
100 万円
60 万円

※
※
※
※
※
※

Ⅳ 高度情報化推進特別経費
　 　情報通信設備（借入）
　 　教育学術情報ネットワーク
　 　教育学術コンテンツ
　 　　教育学術情報データベースの開発
　 　教育研究情報利用経費

月額 22 万２千円
80 万円

100 万円
100 万円

月額 20 万円
60 万円

60 万円
60 万円

※下限を設けないこととする項目。　



第 101 号平成 18年５月１日

6

調
査
票
様
式
の
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
に
つ
い
て 

　

本
年
度
よ
り
、
本
事
業
団
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

か
ら
「
学
校
法
人
等
基
礎
調
査
」
の
様
式
を
、

各
学
校
法
人
等
の
パ
ソ
コ
ン
に
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド

で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
ど
う
ぞ
ご
活
用

く
だ
さ
い
。

　

提
出
さ
れ
る
調
査
票
は
、
当
該
様
式
を
利
用

し
て
パ
ソ
コ
ン
で
入
力
・
印
刷
し
た
も
の
で
も
、

従
前
の
方
法
（
手
書
き
）
に
よ
る
も
の
で
も
ど

ち
ら
で
も
か
ま
い
ま
せ
ん
。
い
ず
れ
の
場
合
で

も
、
都
道
府
県
へ
の
提
出
は
紙
媒
体
に
な
り
ま

す
。

記
入
に
あ
た
っ
て
の
注
意
事
項 

　

記
入
項
目
は
、
学
校
法
人
、
そ
の
他
の
法

人
、
個
人
の
そ
れ
ぞ
れ
で
異
な
る
場
合
が
あ
り

ま
す
。

　

以
下
の
内
容
に
つ
い
て
は
特
に
ご
注
意
く
だ

さ
い
。

Ａ 

学
校
法
人
等
及
び
学
校
の
概
要

（
調
査
票
区
分
１
）

①
法
人
概
要

・
学
校
法
人
の
場
合
←

　

全
て
の
項
目
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

・
そ
の
他
の
法
人
、
個
人
の
場
合
←

　

法
人
設
立
認
可
年
月
日
を
除
く
全
て
の
項
目

　

に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

・
そ
の
他
の
法
人
の
場
合
←

　

法
人
名
称
の
前
に
法
人
種
別
を
記
入
し
て
く

　

だ
さ
い
。

・
個
人
の
場
合
←

　

｢

法
人
等
名｣

に
は
、
一
番
古
い
学
校
名
を

　

記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

②
学
校
概
要

・
個
人
の
場
合
←

　

法
人
概
要
に
記
入
し
た
学
校
名
も
記
入
し
て

　

く
だ
さ
い
。

Ｂ 

資
金
収
支
計
算
書

（
調
査
票
区
分
２
・
３
）

・
学
校
法
人
の
場
合
←

【
収
入
の
部
・
支
出
の
部
共
通
事
項
】

　

｢

収
入
の
部
合
計
○Ａ｣

と｢

支
出
の
部
合
計

　

○Ａ｣

は
一
致
し
ま
す
。

【
収
入
の
部
】（
調
査
票
区
分
２
）

　

｢

収
入
の
部
合
計
○Ａ｣

に
は｢

ｊ
計｣

か

　

ら｢

ｎ
前
年
度
繰
越
支
払
資
金｣

ま
で
の
合

　

計
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

調
査
の
目
的 

　

私
立
学
校
の
収
入
及
び
支
出
の
実
態
並
び
に

学
校
法
人
の
資
産
等
の
状
況
を
明
ら
か
に
す
る

こ
と
に
よ
り
、
本
事
業
団
業
務
の
基
礎
・
参
考

資
料
及
び
私
学
関
係
予
算
要
求
等
の
た
め
の
資

料
と
し
、
併
せ
て
学
校
法
人
等
の
経
営
の
参
考

に
供
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
、
そ
の
他
の
目
的

で
使
用
す
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

調
査
票
の
配
付
・
提
出
の
手
順 

　

学
校
法
人
等
基
礎
調
査
は
、
私
学
事
業
団
の

総
合
的
な
私
学
デ
ー
タ
バ
ン
ク
構
想
の
一
環
と

し
て
、
特
殊
教
育
諸
学
校
（
盲
学
校
・
聾
学
校
・

養
護
学
校
）・
幼
稚
園
・
専
修
学
校
又
は
各
種

学
校
を
設
置
し
て
い
る
学
校
法
人
、
学
校
法
人

以
外
の
法
人
及
び
個
人
を
対
象
に
実
施
し
て
い

ま
す
。
但
し
、
大
学
・
短
期
大
学
・
高
等
専
門

学
校
・
高
等
学
校
・
中
等
教
育
学
校
・
中
学
校
・

小
学
校
を
設
置
し
て
い
る
学
校
法
人
は
、
別
途

に
調
査
を
実
施
し
て
い
ま
す
の
で
、
当
調
査
の

対
象
に
は
な
り
ま
せ
ん
。

　

こ
の
調
査
は
、
私
立
学
校
の
最
も
基
本
的
か

つ
総
合
的
な
も
の
で
あ
り
、
文
部
科
学
省
の
実

施
し
て
い
た
「
私
立
学
校
の
財
務
状
況
調
査
」

を
本
事
業
団
調
査
に
一
元
化
し
た
も
の
で
す
。

　

平
成
十
七
年
度
に
は
、
九
〇
％
以
上
の
学
校

法
人
等
か
ら
回
答
を
い
た
だ
い
て
い
ま
す
。

　

十
八
年
度
調
査
に
つ
き
ま
し
て
も
例
年
ど
お

り
の
ご
協
力
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

　

ご
協
力
い
た
だ
い
た
各
学
校
法
人
等
の
皆
様

に
は
、
集
計
（
大
学
・
短
期
大
学
・
高
等
専
門

学
校
・
高
等
学
校
・
中
等
教
育
学
校
・
中
学
校
・

小
学
校
法
人
の
設
置
す
る
幼
稚
園
、
専
修
学
校

等
を
含
む
）
結
果
と
し
て
『
今
日
の
私
学
財
政
』

（
冊
子
）
を
刊
行
し
、
活
用
い
た
だ
い
て
い
る

と
こ
ろ
で
す
。

平
成
十
八
年
度　

学
校
法
人
等
基
礎
調
査

  
〜
私
学
事
業
団
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の

調
査
票
様
式
を
ご
活
用
く
だ
さ
い
〜

私 学 事 業 団
平 成  1 8 年  8 月 31 日 締 切 ①　調査依頼　　　　　

②　調査票送付　　　　

⑦　調査票返送
⑥　調査票整理・確認

都 道 府 県 知 事
③　調査票配付　　　　

⑤　調査票返送

学 校 法 人 等
　　　　　　　④　調査票作成

①日本私立学校振興・共済事業団ホームページへアクセス
（http://www.shigaku.go.jp/）
　　　　　↓
②「私学振興事業本部」をクリック
　　　　　↓
③「教育条件・経営情報支援」の「平成 18 年度学校法人等基礎調査
　記入様式」をクリック
　　　　　↓
④パソコンにダウンロード後、データを入力し、印刷
　　　　　↓
⑤各都道府県に提出
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【
支
出
の
部
】（
調
査
票
区
分
３
）

㋐｢
支
出
の
部
合
計
○Ａ｣

に
は
、｢

ｆ
計｣

か
ら

　

｢
ｊ
次
年
度
繰
越
支
払
資
金｣

ま
で
の
合
計

　

を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

㋑｢

ｊ
次
年
度
繰
越
支
払
資
金｣

は
、
貸
借
対

　

照
表
（
調
査
票
区
分
６
）
資
産
の
部｢

流
動

　

資
産
（
ｂ
）｣

の｢
（
う
ち
現
金
預
金
）｣　

　

の
額
と
一
致
し
ま
す
。

・
そ
の
他
の
法
人
、
個
人
の
場
合
←

【
支
出
の
部
】（
調
査
票
区
分
３
）

　

｢

収
支
差
額｣

は
、収
入
の
部｢

ｊ
計｣
か
ら

　

支
出
の
部｢

ｆ
計｣

を
差
し
引
い
た
額
で
す
。

Ｃ 

消
費
収
支
計
算
書

（
調
査
票
区
分
４
・
５
）

（
学
校
法
人
の
み
回
答
し
て
く
だ
さ
い
）

①｢

ｉ
帰
属
収
入
合
計｣

に
は
、｢

ａ
学
生
生

　

徒
等
納
付
金｣

か
ら｢

ｈ
雑
収
入｣

ま
で
の

　

合
計
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

②｢

ｒ｣｢

ｓ｣｢

ｗ｣

欄
は
、
収
入
超
過
と
支

　

出
超
過
の
場
合
と
で
、
記
入
箇
所
が
異
な
り

　

ま
す
。

③｢

ｍ
教
育
研
究
（
管
理
）
経
費｣

の
（
う
ち

　

減
価
償
却
費
）
は
、
う
ち
数
で
す
。

Ｄ 

貸
借
対
照
表　
　
　

   　
（
調
査
票
区
分
６
）

（
学
校
法
人
の
み
回
答
し
て
く
だ
さ
い
）

　

｢

資
産
の
部｣

の
合
計
○Ｂ
は
、｢

負
債
、
基

　

本
金
及
び
消
費
収
支
差
額
の
部｣

の
合
計
○Ｂ

　

と
一
致
し
ま
す
。

Ｅ 

そ
の
他
の
確
認
事
項

　

金
額
は
、
全
て
円
単
位
で
す
。

問
い
合
わ
せ
先
（
私
学
振
興
事
業
本
部
）

私
学
情
報
部　

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
課

☎
〇
三
（
三
二
三
〇
）
七
八
四
二
〜
四
三

Ｅ
メ
ー
ル　

database@
shigaku.go.jp

　

本
事
業
団
私
学
情
報
部
で
は
、
各
学
校

法
人
等
に
ご
協
力
い
た
だ
い
て
い
る
「
学

校
法
人
等
基
礎
調
査
」
に
つ
き
ま
し
て
、

収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
の
一
層
の
利
活
用
及

び
学
校
法
人
等
の
ニ
ー
ズ
に
合
っ
た
情
報

を
提
供
す
る
目
的
で
、『
学
校
法
人
等
基
礎

調
査
の
活
用
に
係
る
ア
ン
ケ
ー
ト
』
を
実

施
し
ま
す
。
詳
細
は
「
学
校
法
人
等
基
礎

調
査
」
に
添
付
し
て
お
り
ま
す
。

　

各
都
道
府
県
主
管
課
へ
調
査
票
を
提
出

す
る
際
に
、
ア
ン
ケ
ー
ト
の
回
答
用
紙
も

併
せ
て
ご
提
出
く
だ
さ
る
よ
う
、
ご
協
力

を
お
願
い
し
ま
す
。

平
成
十
八
年
度

私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
金
調
査
票
様
式
に
つ
い
て

○
一
般
補
助

　

平
成
十
八
年
度
申
請
分
の
、
一
般
補
助
の
各

種
調
査
に
関
し
て
は
、
サ
ー
バ
フ
ァ
ー
ム
に
順

次
掲
載
い
た
し
ま
す
。
十
七
年
度
は
、
事
業
団

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
様
式
の
み
掲
載
し
て
い
ま
し

た
が
、
今
後
は
サ
ー
バ
フ
ァ
ー
ム
上
で
、
様
式

や
記
入
要
領
等
が
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
可
能
と
な
り

ま
す
。
親
認
証
、
子
認
証
共
に
、
ア
ク
セ
ス
が

出
来
る
予
定
で
す
の
で
ご
活
用
く
だ
さ
い
。

　

こ
れ
を
受
け
て
、
今
後
、
関
係
書
類
提
出
依

頼
の
ご
案
内
は
郵
送
し
ま
す
が
、
調
査
票
の
様

式
、
記
入
要
領
に
つ
い
て
は
送
付
い
た
し
ま
せ

ん
の
で
ご
留
意
く
だ
さ
い
。

　

同
様
に
、「
補
助
金
課
メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス
登

録
シ
ス
テ
ム
」
に
ご
登
録
い
た
だ
い
て
い
る
法

人
へ
の
、
ご
案
内
の
送
信
は
継
続
い
た
し
ま
す

が
、
様
式
の
添
付
は
な
く
な
り
ま
す
。

　

な
お
、
申
請
に
あ
た
っ
て
は
、
し
ば
ら
く
の

間
、
従
前
ど
お
り
書
類
で
ご
提
出
し
て
い
た
だ

く
予
定
で
す
。
詳
細
に
つ
い
て
は
、
五
月
下
旬

に
お
送
り
す
る
「
平
成
十
八
年
度
私
立
大
学
等

経
常
費
補
助
金
に
係
る
事
業
の
実
績
報
告
に
つ

い
て
（
依
頼
）」
で
ご
案
内
し
ま
す
の
で
ご
確

認
く
だ
さ
い
。

○
特
別
補
助

　

関
係
書
類
提
出
の
ご
案
内
は
送
付
し
ま
す

が
、
計
画
書
等
の
様
式
は
送
付
い
た
し
ま
せ
ん

の
で
ご
留
意
く
だ
さ
い
。

　

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
で
は
、「
平
成
十
八
年
度

私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
金
『
私
立
大
学
教
育

研
究
高
度
化
推
進
特
別
補
助
』
に
係
る
計
画
書

の
提
出
に
つ
い
て
」（
文
部
科
学
省
執
行
分 

五

月
上
旬
掲
載
予
定
）
及
び
「
平
成
十
八
年
度
私

立
大
学
等
経
常
費
補
助
金
特
別
補
助
対
象
事
業

に
係
る
調
査
に
つ
い
て
（
依
頼
）」（
私
学
事
業

団
執
行
分 

七
月
上
旬
掲
載
予
定
）
の
２
つ
の

分
類
を
掲
載
し
ま
す
の
で
、
そ
れ
ぞ
れ
メ
ニ
ュ

ー
に
従
っ
て
必
要
な
計
画
書
等
を
ダ
ウ
ン
ロ
ー

ド
し
て
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
補
助
項
目
の
統
廃
合
、
調
査
項
目
の

簡
素
化
に
よ
り
、
計
画
書
、
記
入
要
領
等
が
改

正
さ
れ
て
お
り
ま
す
の
で
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に

掲
載
の
「
主
な
変
更
点
」
等
で
ご
確
認
く
だ
さ

い
。

　

計
画
書
等
の
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
に
つ
い
て
、
ご

不
明
な
点
が
ご
ざ
い
ま
し
た
ら
、
左
記
へ
お
問

い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

問
い
合
わ
せ
先
（
私
学
振
興
事
業
本
部
）

助
成
部　

補
助
金
課

☎
〇
三
（
三
二
三
〇
）
七
八
七
九
〜
八
四

Ｅ
メ
ー
ル　

hojokin@
shigaku.go.jp

助
成
部　

特
別
補
助
課

☎
〇
三
（
三
二
三
〇
）
七
八
八
五
〜
八
八

　
　
　
　
　
　
　
　
　

八
四
六
五
〜
六
六

Ｅ
メ
ー
ル　

tokuho@
shigaku.go.jp

日本私立学校振興・共済事業団ホームページ 調査票等様式へのアクセス
私学事業団 トップページ
(http://www.shigaku.go.jp/)

　   私学振興事業本部

　　　【助成業務】

　　( 上記標題をクリックすると、様式等のダウンロード画面に移ります。）

私立大学等経常費補助金

・私立大学等に対する補助事業

・平成 18年度補助金の調査票等

　平成 18年度私立大学等経常費補助金特別補助調査票

　平成 18年度私立大学教育研究高度化推進特別補助計画書

「文部科学省執行分」

（文部科学省ホームページにリンク）
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平
成
十
八
年
度

私
立
大
学
等
経
常
費

　

補
助
金
事
務
研
修
会

　

助
成
部
補
助
金
課
・
特
別
補
助
課
で
は
、
既
に
ご
案
内
し

ま
し
た
と
お
り
「
平
成
十
八
年
度
補
助
金
事
務
研
修
会
」
を

開
催
し
ま
す
。
昨
年
に
引
き
続
き
、「
入
門
者
編
」「
経
験
者

編
」
と
し
て
二
日
間
、
２
つ
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
予
定
し
て
い

ま
す
。

　

入
門
者
編
で
は
、
補
助
金
制
度
の
概
要
を
分
か
り
や
す
く

解
説
し
ま
す
。
具
体
的
に
は
、
申
請
書
類
と
補
助
金
額
計
算

表
の
関
係
や
計
算
方
法
、
特
別
補
助
の
初
歩
的
な
注
意
点
、

補
助
金
事
務
上
間
違
い
や
す
い
事
例
に
つ
い
て
ご
説
明
し
ま

す
。

　

経
験
者
編
で
は
、
一
般
補
助
の
変
更
点
や
、
特
別
補
助
に

つ
い
て
は
時
間
を
拡
大
し
、
よ
り
詳
し
い
内
容
を
盛
り
込
む

ほ
か
、
会
計
検
査
院
に
つ
い
て
具
体
的
な
事
例
を
紹
介
し
ま

す
。

　

本
年
よ
り
、
従
来
の
研
修
会
資
料
は
、
サ
ー
バ
フ
ァ
ー
ム

内
（
ア
ク
セ
ス
方
法
に
つ
い
て
は
、「
平
成
十
八
年
度
私
立

大
学
等
経
常
費
補
助
金
事
務
研
修
会
に
つ
い
て
（
ご
案
内
）」

参
照
の
こ
と
）
に
掲
載
し
て
あ
り
ま
す
の
で
、
事
務
研
修
会

当
日
に
冊
子
ま
た
は
紙
で
の
配
付
は
あ
り
ま
せ
ん
。
事
務
研

修
会
に
ご
参
加
い
た
だ
く
方
に
は
、
資
料
を
事
前
に
出
力
し

ご
持
参
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

　

ま
た
、
文
部
科
学
省
私
学
助
成
課
か
ら
、
高
等
教
育
の
施

策
、直
接
補
助
（
私
立
大
学
等
研
究
設
備
整
備
費
補
助
金
等
）

の
現
状
、
当
該
補
助
金
の
申
請
に
あ
た
っ
て
の
留
意
点
の
説

明
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

一
般
補
助
に
係
る
内
容  

　
「
経
験
者
編
」
の
「
一
般
補
助
の
変
更
点
」
で
説
明
す
る

内
容
の
一
部
を
左
記
に
記
載
し
ま
す
。

①
「
認
証
評
価
経
費
の
配
分
」

　

・
対
象
経
費
と
計
算
方
法
に
つ
い
て

②
「
教
職
員
福
利
厚
生
費
」

　

・
専
任
教
職
員
に
係
る
雇
用
保
険
料
に
つ
い
て

　

・
非
常
勤
教
員
に
係
る
労
災
保
険
料
等
に
つ
い
て

③
「
調
整
方
法
の
見
直
し
」

　

・
調
整
係
数
表
の
見
直
し
に
つ
い
て

④
「
減
額
・
不
交
付
の
取
扱
い
」

　

・
補
助
金
の
減
額
・
不
交
付
措
置
の
取
扱
い
の
明
確
化
に

　
　

つ
い
て

⑤
「
そ
の
他
」

　

・
滞
納
等
に
よ
る
不
交
付
・
減
額
要
件
に
係
る
基
準
日
の

　
　

変
更
に
つ
い
て
等

特
別
補
助
に
係
る
内
容

　
「
経
験
者
編
」
の
特
別
補
助
に
関
し
て
は
、
左
記
の
内
容

を
説
明
い
た
し
ま
す
。

①
特
別
補
助
の
変
更
点
と
申
請
事
務
に
つ
い
て

　

・
平
成
十
七
年
度
の
特
別
補
助
に
つ
い
て

（
変
更
点
を
中
心
に
）

　

・
平
成
十
八
年
度
の
変
更
点
に
つ
い
て

　

・
平
成
十
八
年
度
申
請
業
務
の
流
れ
に
つ
い
て

②
採
択
制
補
助
項
目
に
つ
い
て

　

・
採
択
率
に
つ
い
て

　

・
採
択
事
例
紹
介

　

・
計
画
書
作
成
上
の
問
題
点
（
評
価
委
員
の
コ
メ
ン
ト
）

　
　
　

◇　
　
　
　

◇　
　
　
　

◇

　

研
修
会
当
日
は
、
休
憩
時
間
、
昼
食
時
間
及
び
研
修
会
終

了
後
、
会
場
内
に
一
般
補
助
、
特
別
補
助
、
文
部
科
学
省
直

接
補
助
に
つ
い
て
の
「
相
談
コ
ー
ナ
ー
」
を
設
け
ま
す
。
ご

遠
慮
な
く
、
お
気
軽
に
お
立
ち
寄
り
く
だ
さ
い
。

問
い
合
わ
せ
先
（
私
学
振
興
事
業
本
部
）

助
成
部　

補
助
金
課

☎
〇
三
（
三
二
三
〇
）
七
八
七
九
〜
八
四

Ｅ
メ
ー
ル　

hojokin@
shigaku.go.jp

助
成
部　

特
別
補
助
課

☎
〇
三
（
三
二
三
〇
）
七
八
八
五
〜
八
八

　
　
　
　
　
　
　
　
　

八
四
六
五
〜
六
六

Ｅ
メ
ー
ル　

tokuho@
shigaku.go.jp

研修会開催日程等

会　場 実　施　日 コ ー ス 場　所

札幌会場
５月１６日（火） 入門者 札幌学院大学

（北海道江別市）５月１７日（水） 経験者

仙台会場
５月１８日（木） 入門者 東北学院大学

（仙台市青葉区）５月１９日（金） 経験者

東京会場

５月　９日（火） 入門者

文京学園
（東京都文京区）

５月１０日（水） 経験者
５月１１日（木） 入門者
５月１２日（金） 経験者

名古屋会場
５月２３日（火） 入門者 愛知大学

（名古屋市東区）５月２４日（水） 経験者

大阪会場
５月２３日（火） 入門者 大阪学院大学

（大阪府吹田市）５月２４日（水） 経験者

福岡会場
５月１６日（火） 入門者 福岡大学

（福岡市城南区）５月１７日（水） 経験者



第 101 号 平成 18年５月１日

9

平成 18年度　

▲  

参加対象者等
　・学校法人等の共済事務担当者
　・各学校から 2名まで
　・申し込みは１コースのみ▲  

研修内容
（1）　2日コース

　私学共済制度の共済業務全般について、基礎的
な業務内容の研修を行います。

（2）　1日コース
　私学共済制度の業務内容の中で、研修希望の多
い資格・短期・長期をテーマに研修と事務手続き
の演習を行います。

平成 18年度　第１回　私学共済事務担当者研修会
7月 19 日（水）～８月 31日（木）

　私学共済の業務内容や業務手続きなどを習得していただくため、今年度も基礎的事項を
中心とした事務担当者研修会を各ガーデンパレスで開催します。詳しくは、４月分掛金納
付通知書（５月 15 日送付）に同封しました開催案内をご覧ください。

研修会会場・日程等一覧
会    場 コース 実　施　日 定 員 研 修 内 容

札幌ガーデンパレス
2 日  ８月 2日（水）～ ８月 3日（木） 45 名  共済業務全般

1 日  ８月 24 日（木） 45 名  長期

仙台ガーデンパレス
2 日  ８月 2日（水）～ ８月 3日（木） 45 名  共済業務全般

1 日  ８月 22 日（火） 45 名  資格・短期

東京ガーデンパレス

2 日  ７月 20 日（木）～ ７月 21 日（金）　 45 名  共済業務全般

2 日  ７月 26 日（水）～ ７月 27 日（木）　 45 名  共済業務全般

1 日  ８月 9日（水） 45 名  資格・短期

1 日  ８月 10 日（木） 45 名  長期

1 日  ８月 30 日（水） 45 名  資格・短期

1 日  ８月 31 日（木） 45 名  長期

 名古屋ガーデンパレス 2 日  ８月 2日（水）～ ８月 3日（木） 45 名  共済業務全般

京都ガーデンパレス
1 日  ７月 19 日（水） 40 名  資格・短期

1 日  ７月 20 日（木） 40 名  長期

大阪ガーデンパレス

2 日  ７月 26 日（水）～ ７月 27 日（木） 40 名  共済業務全般

1 日  ８月 9日（水） 40 名  資格・短期

1 日  ８月 10 日（木） 40 名  長期

1 日  ８月 30 日（水） 40 名  資格・短期

1 日  ８月 31 日（木） 40 名  長期

広島ガーデンパレス
1 日  ７月 25 日（火） 45 名  資格・短期

2 日  ７月 26 日（水）～ ７月 27 日（木） 45 名  共済業務全般

福岡ガーデンパレス

2 日  ８月 9日（水）～ ８月 10 日（木） 45 名  共済業務全般

1 日  ８月 30 日（水） 45 名  資格・短期

1 日  ８月 31 日（木） 45 名  長期

▲  

申し込み方法等
（1）開催案内の「平成 18 年度第 1回私学共済事務
　担当者研修会参加申込書」により、6月 7日（水）
　【必着】までに共済事業本部あてに郵送でお申し込
　みください。
（2）申し込みが各コースの定員を超えた場合は抽選
　により決定し、参加の可否を問わず、6月下旬ま
　でに学校法人等あてにお知らせします。

共
済
事
業
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平成 18年度の年金額
－物価スライドにより 0.3％の引き下げ－

●平成 18年度の年金額
　総務省が作成する年平均の全国消費者物価指数（以下「物価指数」といいます）の平成 17年における年平均
が対前年比でマイナス 0.3％となったことにより、平成 18年度の年金額は 0.3％引き下げられることとなりま
した（平成 18年６月定期支給期から）。

◆年金額改定の仕組み
　平成 16年の年金制度改正において、年金額の改定方法や給付と負担の均衡を図るための見直しが行われ、
年金額は、平成 11年から 15年までの物価指数の下落（－ 2.9％）と賃金の変動を反映したものに改められ
ました。この見直し後の水準を「本来水準」といいます。
　一方、「本来水準」の年金額をそのまま適用すると、年金額の大幅な減額となるため、経過措置として、こ
れまでの給付水準が保障されることとなりました。この保障された水準の年金額を「特例水準」といいます。
　現在支給されている年金額は、原則、この「特例水準」の年金額であり、具体的には平成 12年度から 14
年度の間、物価指数の下落による減額改定を行わなかったことにより、「本来水準」の年金額に比べ最大で
1.7％かさ上げされた水準となっています。

＜参考＞過去の物価指数の対前年比

　「本来水準」の年金額は、原則として、毎年度手取り賃金の変動率もしくは物価指数の変動率によって改定
されます。
　一方、「特例水準」の年金額は、かさ上げ分の解消のため物価指数が下落したときのみ減額改定され、物価
指数が上昇した場合は据え置かれることとなっています。

＜参考＞「本来水準」と「特例水準」の改定イメージ

共
済
事
業
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　　□新共済法による年金額の改定
　　年金額を構成する定額部分、給与比例部分、職域部分の計算式における物価スライド率を以下のとおり改定す
　ることにより、年金額を改定します。なお、給与比例部分又は職域部分を計算する際の物価スライド率は、加入
　者期間によって異なります。

項　　目
物価スライド率

改定前 改定後
定額部分 0.988 0.985

給与比例部分

職 域  部  分

①平成 13年 12月以前の加入者期間がある人 0.988 0.985
②平成 14年 12月以前の加入者期間がある人
（①の人を除く） 0.997 0.994

③平成 16年 12月以前の加入者期間がある人
（①又は②の人を除く） 1.000 0.997

④平成 17年 1月以降の加入者期間のみの人 － 1.000

（例）定額部分を計算する際の物価スライド率の改定
　　　　0.988 × 0.997※≒ 0.985  
　　　　　※ 0.997 ＝ 1－ 0.003（マイナス 0.3％）平成 17年の物価指数の対前年比

　　　また、加給年金額や最低保障額などについても平成 18年 4月以降、下表のとおり改定されました。
項　　目 改定前の額 改定後の額

退
職
共
済
年
金

加給年金額
配偶者 228,600 円 227,900 円

子 2人目まで 1人につき 228,600 円 227,900 円
子 3人目から 1人につき 76,200 円 75,900 円

特別加算額

　
　
　

生
年
月
日

受
給
権
者
の 　

S 9.4.2 ～ S15.4.1 33,700 円 33,600 円
S15.4.2 ～ S16.4.1 67,500 円 67,300 円
S16.4.2 ～ S17.4.1 101,300 円 101,000 円
S17.4.2 ～ S18.4.1 135,000 円 134,600 円
S18.4.2 ～ 168,700 円 168,100 円

障
害
共
済
年
金

障害基礎年金不支給による給与比例部分の最低保障 596,000 円 594,200 円

職務上最低保障額
1級 4,225,300 円 4,212,500 円
2級 2,609,700 円 2,601,800 円
3級 2,361,200 円 2,354,100 円

加給年金額（1・2級に限る） 228,600 円 227,900 円
　

済
年
金

遺
族
共　

職務上最低保障額 1,056,300 円 1,053,100 円

中高齢寡婦加算額 596,000 円 594,200 円

経過的寡婦加算額の計算基礎額 596,000 円 594,200 円

　　□旧共済法による年金の額の改定
　　年金額を構成する定額部分、給与比例部分の計算式における物価スライド率を改定することにより、年金額
　を改定します（改定前：0.988 → 改定後：0.985）。

　　また、最低保障額や遺族年金の寡婦加算額、扶養加給額についても平成 18年 4月以降、下表のとおり改定
　されました。

項　　目 改定前の額 改定後の額

最
低
保
障
額

退職年金 1,071,600 円 1,068,300 円

障害年金
1級 1,311,000 円 1,307,000 円
2級 1,071,600 円 1,068,300 円
3級 794,500 円 792,100 円

遺族年金 794,500 円 792,100 円
　
　
　

加
算
額　

　

遺
族
年
金
の

寡婦加算額
子 2人以上を有する妻 266,700 円 265,900 円
子 1人を有する妻 152,300 円 151,900 円
60 歳以上の妻 152,300 円 151,900 円

扶養加給額
子 2人目まで 1人につき 228,600 円 227,900 円
子 3人目から 1人につき 76,200 円 75,900 円

●改定後の年金額の通知等
　　　改定後の年金額は、受給権者本人あてに「改定通知書」でお知らせします。また、改定後の年金額の支給は、
　　6月定期支給期（4・5月分）からとなります。

共
済
事
業
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揃
え
、「
被
扶
養
者
再
審
査
報
告
者
リ
ス
ト
（
提

出
用
）」
と
と
も
に
本
事
業
団
あ
て
に
提
出
し

て
く
だ
さ
い
。
そ
の
際
、
加
入
者
の
扶
養
状
態

に
変
更
等
が
生
じ
て
い
る
と
き
は
、
速
や
か
に

「
被
扶
養
者
取
消
申
請
書
」
や
「
被
扶
養
者
異

動
報
告
書
」等
に
よ
り
届
け
出
て
く
だ
さ
い（
例

え
ば
、
被
扶
養
者
で
あ
る
子
が
就
職
し
被
扶
養

者
の
要
件
を
欠
い
て
い
る
と
き
は
、「
被
扶
養

者
取
消
申
請
書
」
を
提
出
す
る
こ
と
に
な
り
ま

す
）。

４　

再
審
査
に
お
け
る
提
出
書
類

　

収
入
に
関
す
る
書
類
を
提
出
し
て
い
た
だ
き

ま
す
。
被
扶
養
者
の
年
齢
に
よ
り
次
の
よ
う
に

区
分
し
て
い
ま
す
の
で
、
参
考
に
し
て
く
だ
さ

い
。
同
居
を
要
件
と
す
る
被
扶
養
者
は
住
民
票

も
あ
わ
せ
て
提
出
し
て
い
た
だ
き
ま
す
。
詳
し

く
は
、
実
施
の
際
に
送
付
す
る
通
知
文
を
参
照

し
て
く
だ
さ
い
。

　

①
六
十
歳
未
満
の
被
扶
養
者

　

市
区
町
村
が
交
付
す
る
所
得
証
明
書
又
は
非

課
税
証
明
書
。学
生
の
場
合
は
在
学
証
明
書（
原

本
）
又
は
有
効
期
限
の
記
載
の
あ
る
学
生
証
の

コ
ピ
ー
。
な
お
、
障
害
年
金
又
は
遺
族
年
金
を

受
給
し
て
い
る
場
合
は
年
金
決
定
・
改
定
通
知

書
又
は
送
金
通
知
書
の
コ
ピ
ー
が
必
要
で
す
。

　

②
六
十
歳
以
上
の
被
扶
養
者

　

公
的
年
金
（
退
職
・
老
齢
・
障
害
・
遺
族
等

の
年
金
・
恩
給
）
を
受
給
し
て
い
る
場
合
は
、

当
該
年
金
の
最
新
の
年
金
額
が
確
認
で
き
る
年

■
再
審
査
の
実
施
概
要

１　

平
成
十
八
年
度
対
象
地
域
と
通
知
時
期

　

前
期　

大
阪
・
兵
庫

　
　
　
　
（
平
成
十
八
年
六
月
通
知
予
定
）

　

後
期　

奈
良
・
和
歌
山
・
鳥
取
・
島
根
・　

　
　
　
　

岡
山
・
広
島
・
山
口
・
徳
島
・
香
川
・

　
　
　
　

愛
媛
・
高
知
・
福
岡

　
　
　
　
（
平
成
十
八
年
十
月
通
知
予
定
）

２　

対
象
者

　

対
象
地
域
の
学
校
法
人
等
に
所
属
す
る
加
入

者
の
被
扶
養
者
の
う
ち
、
昭
和
六
十
三
年
四
月

一
日
以
前
生
ま
れ
の
人

﹇
注
﹈
認
定
日
が
平
成
十
七
年
一
月
一
日
以

後
の
被
扶
養
者
は
、
今
回
の
再
審
査
の
対
象

と
し
て
い
ま
せ
ん
。

３　

実
施
方
法

　

私
学
事
業
団
か
ら
再
審
査
の
対
象
者
を
記
載

し
た
「
被
扶
養
者
再
審
査
該
当
者
一
覧
」
等
を

学
校
法
人
等
あ
て
に
送
付
し
ま
す
。
当
該
一
覧

に
基
づ
い
て
、
学
校
法
人
等
で
把
握
し
て
い
る

加
入
者
及
び
被
扶
養
者
の
記
録
と
照
合
し
、
加

入
者
自
身
が
所
持
し
て
い
る
加
入
者
証
の
記
載

事
項
に
変
更
が
生
じ
て
い
な
い
か
確
認
し
て
く

だ
さ
い
。

　

被
扶
養
者
の
要
件
に
つ
い
て
は
、
本
事
業
団

に
お
い
て
審
査
し
ま
す
の
で
、
被
扶
養
者
ご
と

に
扶
養
状
態
を
確
認
す
る
た
め
の
書
類
を
取
り

　

加
入
者
証
の
検
認
は
、
保
健
給
付
に
お
い
て
無
資
格
に
よ
る
受
診
等
が
生

じ
た
り
す
る
こ
と
が
な
い
よ
う
毎
年
実
施
し
て
い
ま
す
が
、
そ
の
一
環
と
し

て
の
被
扶
養
者
の
再
審
査
を
平
成
十
八
年
度
は
次
の
と
お
り
実
施
い
た
し
ま

す
の
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

な
お
、加
入
者
に
は
、加
入
者
向
広
報「
レ
タ
ー
」五
月
号
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

平
成
十
八
年
度

加
入
者
証
の
検
認
に
お
け
る

　
　

被
扶
養
者
の
再
審
査
を

　
　
　
　
　
　
　

実
施
し
ま
す

　
　
　

－

対
象
地
域
及
び
実
施
方
法
な
ど

－

　
　
　
　
〈
加
入
者
証
の
検
認
〉

○
私
学
共
済
法
施
行
規
則
第
二
条

　

第
六
項　

加
入
者
は
、加
入
者
証
の
検
認
、

　
　

更
新
又
は
記
載
事
項
の
訂
正
の
た
め
、

　
　

そ
の
提
出
を
求
め
ら
れ
た
と
き
は
、
直

　
　

ち
に
、
こ
れ
を
、
当
該
学
校
法
人
等
を

　
　

経
て
、
事
業
団
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な

　
　

ら
な
い
。

　

第
七
項　

事
業
団
が
加
入
者
証
の
検
認
又

　
　

は
更
新
を
行
っ
た
場
合
に
お
い
て
、
そ

　
　

の
検
認
又
は
更
新
を
受
け
な
い
加
入
者

　
　

証
は
、
無
効
と
す
る
。

○
共
済
運
営
規
則
第
十
一
条

　

第
三
項　

事
業
団
は
、
毎
年
一
定
の
期
日

　
　

を
定
め
、
加
入
者
証
の
検
認
又
は
更
新

　
　

を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

第
四
項　

前
項
の
規
定
に
よ
り
加
入
者
証

　
　

の
検
認
又
は
更
新
を
行
う
場
合
は
、
必

　
　

要
に
応
じ
、
被
扶
養
者
の
生
計
維
持
に

　
　

関
す
る
証
明
書
類
等
の
提
出
を
求
め
る

　
　

こ
と
が
で
き
る
。

共
済
事
業
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相談員の就任

秋田県

 塚
つ か だ

田　澄
すみ こ

子
聖霊女子短期大学付属高等学校
〒 010 ― 8533
秋田市南通みその町 4-82
☎ 018（833）7311

岐阜県

 髙
た か い

井　俊
とし き

樹
美濃加茂高等学校
〒 505 ― 0027
美濃加茂市本郷町 7-6-60
☎ 0574（26）7181

佐賀県

 前
ま え だ

田　昭
あきとし

俊
佐賀学園高等学校
〒 840 ― 0801
佐賀市駅前中央 2-9-10
☎ 0952（30）4281

金
決
定
・
改
定
通
知
書
又
は
送
金
通
知
書
の
コ

ピ
ー
。
ま
た
、
年
金
を
受
給
し
て
い
な
い
場
合

は
そ
の
旨
の
口
述
書
。
な
お
、
公
的
年
金
以
外

の
収
入
が
あ
る
場
合
は
、
所
得
証
明
書
等
の
書

類
も
必
要
と
な
り
ま
す
。

５　

再
審
査
の
確
認
結
果
通
知

前
期

　

平
成
十
八
年
十
月
頃
に
学
校
法
人
等
あ
て

に
通
知
し
ま
す
。

後
期

　

平
成
十
九
年
二
月
頃
に
学
校
法
人
等
あ
て

に
通
知
し
ま
す
。

■
被
扶
養
者
の
取
消
事
由

　

被
扶
養
者
の
要
件
は
、
加
入
者
と
の
続
柄
及

び
そ
の
人
の
収
入
等
に
よ
り
判
断
し
ま
す
。
被

扶
養
者
の
取
消
事
由
を
記
載
し
ま
し
た
の
で
参

考
に
し
て
く
だ
さ
い
。

（1）　

恒
常
的
な
収
入
が
基
準
額
以
上
あ
る
。

①
収
入
に
障
害
を
事
由
と
す
る
公
的
年
金
が

あ
る
人
↓
年
額
百
八
十
万
円
以
上

②
収
入
に
公
的
年
金
が
あ
る
六
十
歳
以
上
の

人
↓
年
額
百
八
十
万
円
以
上

③
そ
の
他
の
人
（
①
又
は
②
に
該
当
し
な
い

人
）
↓
年
額
百
三
十
万
円
以
上

（2）　

同
居
を
条
件
と
す
る
被
扶
養
者
が
加
入
者

と
同
居
し
な
く
な
っ
た
（
老
人
保
健
施
設
等
に

入
所
し
て
い
る
人
を
除
く
）。

（3）　

就
職
、
結
婚
、
離
婚
も
し
く
は
死
亡
等
の

事
由
に
該
当
し
た
。

平成 18年 4月 1日付けで次の方々に相談業
務をお願いすることになりました。

島根県

 竹
たけうち

内　利
としゆき

幸
出雲北陵高等学校
〒 693 ― 0073
出雲市西林木町 3
☎ 0853（21）1871

相談員の退任 平成 18年 3月 31日付けで次の相談員
が退任されました。

島根県　竹中 紀子（松徳学院高等学校）

共
済
事
業
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積
立
共
済
年
金
・
共
済
定
期
保
険

族
年
金
な
ど
の
公
的
保
障
制
度
を
補
完
す
る
制

度
で
す
。
こ
の
制
度
に
は
、
次
の
三
コ
ー
ス
が

あ
り
ま
す
。

①　

加
入
者
が
死
亡
又
は
高
度
障
害
に
な
っ
た

　

時
の
家
族
の
生
活
の
安
定
を
目
的
と
す
る

　
「
家
族
年
金
コ
ー
ス
」
↓
加
入
年
齢
は
加
入

　

日
現
在
、
加
入
者
と
配
偶
者
は
七
十
歳
六
か

　

月
ま
で
、
子
供
は
二
歳
六
か
月
か
ら
二
十
二

　

歳
六
か
月
ま
で

②　

病
気
や
ケ
ガ
で
入
院
し
た
と
き
の
医
療
費

　

負
担
の
軽
減
な
ど
を
目
的
と
す
る
「
医
療
保

　

障
コ
ー
ス
」
↓
加
入
年
齢
は
加
入
日
現
在
、

　

加
入
者
と
配
偶
者
は
六
十
九
歳
六
か
月
ま
で
、

　

子
供
は
〇
歳
か
ら
二
十
二
歳
六
か
月
ま
で

③　

学
校
法
人
等
が
保
険
料
を
負
担
し
、
加
入

　

者
の
弔
慰
金
等
と
し
て
福
利
厚
生
制
度
を
充

　

実
さ
せ
る
「
学
校
加
入
コ
ー
ス
」
↓
加
入
年

　

齢
は
加
入
日
現
在
、
七
十
歳
六
か
月
ま
で

▼
積
立
共
済
年
金

　

加
入
者
が
在
職
中
に
掛
金
を
積
み
立
て
、
そ

の
積
立
金
と
配
当
金
を
原
資
と
し
て
、退
職（
脱

退
）
後
に
年
金
な
ど
を
受
け
取
る
こ
と
が
で
き

る
公
的
年
金
の
補
完
的
な
制
度
で
す
。

　

こ
の
制
度
に
は
次
の
二
コ
ー
ス
が
あ
り
ま
す
。

①　

個
人
年
金
保
険
料
控
除
の
対
象
と
な
る　

　
「
税
制
適
格
コ
ー
ス
」
↓
満
六
十
五
歳
ま
で

　

に
十
年
以
上
掛
金
を
積
み
立
て
、
退
職
（
脱

　

退
）
後
、
年
金
及
び
一
時
金
を
選
択

②　

一
般
生
命
保
険
料
控
除
の
対
象
と
な
る　

　
「
自
由
選
択
コ
ー
ス
」
↓
満
六
十
五
歳
ま
で

　

に
二
年
以
上
掛
金
を
積
み
立
て
、
退
職
（
脱

　

退
）
後
、
年
金
・
医
療
保
険
・
終
身
保
険
及

　

び
一
時
金
を
選
択

▼
共
済
定
期
保
険

　

加
入
者
の
多
様
な
保
障
ニ
ー
ズ
に
応
え
て
遺

◆
送
付
先

〒
一
一
三―

八
五
七
七

　

東
京
都
文
京
区
湯
島
一―

七―

五

　
　

私
学
事
業
団

　
　

福
祉
部
保
健
課
貯
金
係

◆
す
で
に
加
入
い
た
だ
い
て
い
る
方
の
内
容
の

変
更
等
の
申
し
出
は
、
積
立
共
済
年
金
は
前
期

（
六
月
）
及
び
後
期
（
十
一
月
）
申
込
期
間
内
、

共
済
定
期
保
険
は
後
期
（
十
一
月
）
申
込
期
間

内
の
み
と
な
っ
て
い
ま
す
。

―
―
 

四
月
号
の
訂
正 ―

―

　
　

四
月
号
十
四
ペ
ー
ジ
「
平
成
十
八
年
度　

私
学
事
業
団
海
外
研
修
旅
行
」
の
記
事
中
、

空
港
名
に
誤
り
が
あ
り
ま
し
た
の
で
お
わ

び
い
た
し
ま
す
。
次
の
よ
う
に
訂
正
さ
せ

て
い
た
だ
き
ま
す
。

誤　

文
中
の
「
名
古
屋
空
港
発
」

　
　

表
中
の
「
名
古
屋
発
」

正　

中
部
国
際
空
港
発

＊
家
族
年
金
コ
ー
ス
の
特
約
と
し
て
、「
三

大
疾
病
保
障
コ
ー
ス
」
と
「
長
期
休
業
補

償
コ
ー
ス
」
が
あ
り
ま
す
が
、
両
コ
ー
ス

と
も
募
集
は
年
一
回
（
四
月
一
日
加
入
）

の
み
の
た
め
、
今
回
は
申
し
込
み
で
き
ま

せ
ん
。
詳
し
く
は
、
後
期
募
集
（
申
込
期

間　

十
一
月
一
日
（
水
）
〜
十
一
月
三
十

日
（
木
）
で
、
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

平
成
十
八
年
度　

前
期
募
集　
　
（
平
成
18
年
10
月
1
日
加
入
）

募
集
期
間　

6
月
1
日
（
木
）
〜
6
月
30
日
（
金
）
私
学
事
業
団
必
着

◆
申
し
込
み
方
法

　

積
立
共
済
年
金
は
「
新
規
加
入
」
と
「
コ
ー

ス
加
入
・
口
数
変
更
（
増
口
・
減
口
）」
の
申

し
込
み
を
受
け
付
け
ま
す
。

　

共
済
定
期
保
険
に
つ
い
て
は
、「
新
規
加
入
」

の
申
し
込
み
の
み
を
受
け
付
け
ま
す
。

　

申
し
込
み
に
あ
た
っ
て
は
、
パ
ン
フ
レ
ッ
ト

及
び
共
済
事
務
担
当
者
保
管
の
「
共
済
定
期
保

険
事
業
関
係
約
款
」
に
記
載
さ
れ
て
い
る
、
加

入
者
資
格
（
告
知
内
容
）、
支
給
条
件
等
を
確

認
の
う
え
、
申
し
込
ん
で
く
だ
さ
い
。

共
済
事
業
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海外研修旅行の申し込み締め切り
　夏期コースの参加申し込み受け付けは 5 月 31日（水）
必着です。各コースとも定員は 30名で、申し込み多数
の場合は抽選となります（先着順ではありません）。
　詳しくは、月報私学 4月号をご覧ください。

加入者証回収調査票の送付
　加入者証の未回収について定期的に調査を行ってい　
ます。ご協力をお願いします。
　加入者の退職や所属学校変更、また、被扶養者の認定
取消等の手続きの際には、加入者証を必ず回収していた
だくようお願いしていますが、完全回収をするのに苦慮
しているのが現状です。そこで、未回収の加入者証のあ
る学校法人等については、「加入者証回収調査票」によ
り定期的に調査を行っています。この調査票が届きまし
た学校法人等においては、調査内容を確認のうえ、必ず
回答してください。
　加入者証の不正使用等を防ぐためにもご協力をお願い
します。

5 宿泊施設を閉館します
加入者の皆様には、加入者向広報「レター」３月号で

お知らせしていますように、別府宿泊所「紫雲荘」（大
分県）、蔵王保養所「しゃくなげ荘」（山形県）、那須保
養所「那須白雲荘」（栃木県）、皆生保養所「皆泉荘」（鳥
取県）、道後保養所「しらさぎ荘」（愛媛県）の５宿泊施
設については、宿泊施設経営改善委員会の報告を受け、
共済運営委員会において当該宿泊施設の閉館について審
議されました。その結果、諸事情により当該宿泊施設を

存続することは大変困難との結論に達し、誠に残念では
ありますが、平成 18年度中に閉館することが決定され
ました。
　なお、閉館日等については、今後準備が整い次第決定
し、本誌及び私学共済事業ホームページ等でお知らせい
たします。

加入者向広報「レター」5月号
私学共済ブック〔保健・宿泊編〕等の送付

　加入者向広報「レター」５月号等を５月下旬に学校法
人等あてに送付します。
　送付物は、４月末現在の加入者数で送付します。なお、
加入者に配付する前に送付された部数を確認し、不足し
ている場合は広報相談センター広報班までお申し出くだ
さい。
　今回の主な送付物は次のとおりです。
◆加入者向広報「レター」５月号
　各ブロックでのイベント等をお知らせするブロック誌
　との合併号です。
◆私学共済ブック２００６〔保健・宿泊編〕
◆積立共済年金パンフレット
　「レター」に差し込んでいます。
◆年金者向広報「共済だより」第 25号
　今年度から「レター」に同封し、事務担当者用に１部
　送付します。
＊送付状で内容物の詳細を確認してください。箱数が２
　個口以上になる場合は、１個口目に送付状を同封して
　います。
＊５月以降資格取得（新規及び再資格取得）が確認され
　た加入者については、私学共済ブック 2006〔保健・
　宿泊編〕、2005〔給付編〕の２冊を資格取得確認後に
　送付します。
※加入者向広報「レター」及び年金者向広報「共済だよ
　り」の記事の抜粋を私学共済事業ホームページに掲載
　しています。過去のバックナンバーもそろっています
　ので、ぜひご利用ください。

　5 月の共済業務スケジュール
1 日（月） 掛金  3 月分納期限

2日（火） 貸付  送金

10 日（水） 貯金  払込期限〔必着〕

15日（月） 貸付  申込・任意償還申出締切

22日（月）
貯金  送金

貸付  送金

25 日（木）
積立共済年金  脱退申出等締切

貯金  前期加入申込、払戻･解約請求締切

31日（水）
掛金  4 月分納期限

貸付  22 日送金申込締切

　6 月の共済業務スケジュール

1 日（木）
積立共済年金  前期加入申込開始

共済定期保険  前期加入申込開始

2日（金） 貸付  送金

9日（金） 貯金  払込期限〔必着〕

15日（木） 貸付  申込・任意償還申出締切

第 101 号 平成 18年 5月１日
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職
員
の
（　

）
内
は
前
職

◆
役　

員

○
理　

事（
平
成
十
八
年
三
月
三
十
一
日
付
）

　

退　

任　
　
　
　
　

加　

藤　

義　

平

（
平
成
十
八
年
四
月
一
日
付
）

　

新　

任　
　
　
　
　

長　

井　

孝　

介

○
理　

事
（
非
常
勤
）

（
平
成
十
八
年
三
月
三
十
一
日
付
）

　

退　

任　
　
　
　
　

谷　

本　

貞　

人

（
平
成
十
八
年
四
月
一
日
付
）

　

新　

任　
　
　
　
　

関　

口　
　
　

修

◆
本
部
職
員（

平
成
十
八
年
四
月
一
日
付
）

　

総
務
部
長
兼
企
画
室
長

　
　
　
　
　
　
　
　
　

長　

田　

紀
久
子

（
助
成
部
次
長
）

　

審
議
役　
　
　
　
　

金　

子　
　
　

正

（
管
理
課
長
）

　

考
査
役　
　
　
　
　

河　

合　

晃　

彦

（
企
画
室
次
長
）

　

シ
ス
テ
ム
管
理
室
長

　
　
　
　
　
　
　
　
　

岡　

本　

勝　

広

（
貸
付
課
長
）

　

融
資
部
長　
　
　
　

塚　

田　
　
　

茂

（
財
務
部
次
長
）

　

助
成
部
長　
　
　
　

今　

福　

康　

夫

（
融
資
部
長
）

　

資
産
運
用
室
長　
　

笹　

山　

政　

和

（
人
事
課
長
）

　

年
金
部
長　
　
　
　

猿　

渡　

秀　

樹

（
愛
知
会
館
館
長
）

　

福
祉
部
長　
　
　
　

谷　

口　

正　

一

（
資
産
運
用
室
長
）

　

施
設
部
長　
　
　
　

北　

潟　

繁　

一

（
審
議
役
）

　

広
報
相
談
セ
ン
タ
ー
長

　
　
　
　
　
　
　
　
　

戸　

田　

公　

康

（
大
阪
会
館
館
長
）

　

企
画
室
次
長　
　
　

五
木
田　

啓　

文

（
主
計
課
長
）

　

企
画
室
参
事　
　
　

原　
　
　
　
　

徹

（
企
画
室
主
幹
）

　

人
事
課
長　
　
　
　

高　

橋　

正　

友

（
東
京
臨
海
病
院
副
事
務
部
長
）

　

総
務
部
参
事
〔
総
務
担
当
〕

　
　
　
　
　
　
　
　
　

細　

谷　

不
二
男

（
主
任
研
究
調
査
員
）

　

総
務
部
参
事
〔
労
務
担
当
〕

　
　
　
　
　
　
　
　
　

高　

橋　

大　

平

（
総
務
課
課
長
補
佐
）

　

法
務
・
監
査
班
長　

塩　

飽　
　
　

勲

（
総
務
部
参
事
〔
労
務
担
当
〕）

　

主
計
課
長　
　
　
　

高　

橋　
　
　

昇

（
シ
ス
テ
ム
課
長
）

　

財
務
部
参
事
〔
主
計
担
当
〕

　
　
　
　
　
　
　
　
　

谷　

地　

明　

弘

（
助
成
部
調
整
主
幹
）

　

経
理
第
一
課
長　
　

賀　

来　
　
　

茂

（
債
権
管
理
課
長
）

　

シ
ス
テ
ム
管
理
室
参
事

　
　
　
　
　
　
　
　
　

牟　

田　

克　

美

（
運
用
管
理
課
長
）

　

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
課
長　

神　
　
　

幸　

雄

（
融
資
課
課
長
補
佐
）

　

主
任
経
営
主
幹
〔
経
営
支
援
室
長
〕

堀　
　
　

敏　

明

（
経
営
相
談
班
主
幹
）

　

経
営
相
談
班
長　
　

比
留
間　
　
　

進

（
主
任
研
究
調
査
員
）

　

主
任
研
究
調
査
員　

高　

村　

雅　

一

（
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
課
長
）

　

主
任
融
資
主
幹
〔
融
資
班
長
〕

　
　
　
　
　
　
　
　
　

添　

野　

安　

聖

（
融
資
課
長
）

　

主
任
審
査
主
幹
〔
審
査
・
管
理
室
長
〕

　
　
　
　
　
　
　
　
　

山　

本　

雅　

淑

　
（
主
任
経
営
主
幹
〔
経
営
支
援
室
長
〕）

　

補
助
金
課
長　
　
　

天　

白　

則　

彦

（
監
査
室
参
事
）

　

短
期
給
付
課
長　
　

國　

井　

季　

樹

（
資
格
課
課
長
補
佐
）

　

掛
金
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八　

田　

晴
喜
代

（
人
事
課
課
長
補
佐
）

　

年
金
第
一
課
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宅　

間　

裕　

子

（
年
金
第
二
課
課
長
補
佐
）
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付
課
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大　

谷　
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正

（
総
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部
参
事
〔
総
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担
当
〕）

人
事
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◆助成業務の融資金利表（平成 18 年 4月 12 日現在）

融資費目
返済期間

備　　　　考20 年以内
（内据置 2年）

10 年以内
（据置年数含む）

一般施設費

年 % 年 %

2.3 1.9
校（園）舎、体育館、遊戯室
等の新・増・改築、買収等 
校（園）地の買収、造成等

2.1 1.9 研究高度化関連施設等

2.0 1.9 私立大学ハイテク・リサーチ・ 
センター等整備事業

2.0 1.9 防災 ( 地震 ) 対策費

2.0 1.9 沖縄分 ( 専修・各種学校を除く )

災害復旧費 1.6 － 特別災害を含む

公害対策費 2.0 － アスベスト対策等

特別施設費

2.4 － 寄宿舎、セミナーハウス
の新築等

2.0 － 国際交流施設

2.0 － 障害者利用施設

教 育 環 境 

整 備 費

5年 6か月以内
（内据置 6か月） 1.4 校教具、通園バスの購入等

10 年以内
（内据置 2年） 1.9 大型設備・情報技術整備等

10 年以内
（内据置 2年） 1.6 過疎高校

4年・6年以内
（内据置 1年） 1.6 私大奨学

※金利は毎月の金利情勢により変更することがあります。

～平成 18 年度 融資申込み受付中～
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風　

間　

秀　

夫

（
愛
知
会
館
営
業
部
長
）

　

大
阪
会
館
館
長　
　

高　

浦　

久　

男

（
宮
城
会
館
館
長
）

　

九
州
会
館
館
長　
　

大　

西　

広　

一

（
九
州
会
館
管
理
部
長
）


